
（２）原子力の発電コストを徹底的に検証 

～原子力コストは前回試算の５．９円/kWh よりも５割増の８．９円/kWh 

以上  （＋３．０円/kWh 以上）。 

① ２００４年試算は、稼働率７０％、核燃料の一部は再処理に回し、残り

は中間貯蔵した上で再処理を行うという核燃料サイクルを前提にして、５．

９円/kWh であった。 
 

② 建設費などは２００４年試算比＋１．２円/kWh。 
 

③ 核燃料サイクルコストは、現状モデル（半量は再処理、残りは中間貯蔵

後再処理）の場合で２００４年試算比△０．１円/kWh 1。 
 

④ ２００４年試算では想定していなかった追加的安全対策の費用を加算。 

＋０．２円/kWh。 
 

⑤ ２００４年試算では計算対象外であった立地交付金や研究開発費などの

原子力に関する政策経費（平成２３年度予算３１８３億円）を加算。 

＋１．１円/kWh。 
 

⑥ 同じく２００４年試算では計算対象外であった事故リスク対応費用を加

算。モデルプラントの損害想定額を日本の原子力事業者が原発稼働期間の

４０年で用意するという想定で試算し、最低でも＋０．５円/kWh を要する

とした。 
 

・想定される事故損害費用は、現在、判明している金額として６兆円弱。 

～東京電力に関する経営・財務調査委員会においてマクロ的視点から統

計的に算出されている賠償費用及び廃炉費用と、関連する行政費用等

から算出。 

～すなわち、東京電力に関する経営・財務調査委員会の試算によれば東

京電力福島第一原子力発電所１号機から３号機の事故で廃炉約１兆円

＋賠償費用４．５兆円。更に３年目から５年目で１．３兆円の費用が

かかると想定。この合計６．８兆円をモデルプラント１基相当に換算

すると５兆円。これに、平成２３年度補正予算及び平成２４年度当初

予算における原子力復興関係費用約 1 兆円弱などを含めると、合計約

６兆円弱となる。 

・この６兆円弱は下限の数字である。すなわち、ここに含まれている廃炉

費用及び除染費用は、現時点で推計可能な範囲で見積もった暫定的なも

のであり、     生命・身体への影響に係る賠償費用は含まれてい

ない。また、除染により生じる廃棄物等の中間貯蔵施設の整備費用、最

終処分関係費用なども未算定である。また、一種の保険として考える場

                                                              
1 割引率３％の場合、現状モデル１．４円/kWh、直接処分１．０円/kWh、全量再処理モデル２．０円

/kWh。 



合、事業者は十分な余裕を持って事故リスクに備えるべきであるとの考

え方から、これを事故リスク対応費用の下限値として提示することとし

た。 

・こうした事故損害額を日本の原子力事業者が原子力発電所の稼働期間の

４０年間で用意すると想定した場合、想定損害額が６兆円弱ならば０．

５円/kWh、１０兆円ならば１円/kWh 弱、２０兆円ならば２円/kWh 弱と

なる。  

 

 ⑦ 以上、２００４年試算の５．９円/kWh に、建設費等の上昇（＋１．２円

/kWh）、追加的安全対策（＋０．２円/kWh）、政策経費（＋１．１円/kWh）、

事故リスク費用（最低でも＋０．５円/kWh）を加え、原子力のコストは８．

９円/kWh 以上とした。 
 


